
⒞ ［略］ ⒞ ［同左］
⒟ 提出会社の役員（取締役、監査役及び執行役をいい、最近事業年度の末日までに退任
した者を含む。以下⒟において同じ。）の報酬等（報酬、賞与その他その職務執行の対価
としてその会社から受ける財産上の利益であって、最近事業年度に係るもの及び最近事
業年度において受け、又は受ける見込みの額が明らかとなったもの（最近事業年度前の
いずれかの事業年度に係る有価証券報告書に記載したものを除く。）をいう。以下⒟にお
いて同じ。）について、取締役（監査等委員及び社外取締役


を除く。）、監査等委員（社外


取締役を除く。）、監査役


（社外監査役を除く。）、執行役及び社外役員の区分（以下⒟に
おいて「役員区分」という。）ごとに、報酬等の総額、報酬等の種類別（基本報酬、ストッ
クオプション、賞与及び退職慰労金等の区分をいう。以下⒟において同じ。）の総額及び
対象となる役員の員数を記載すること。

⒟ 提出会社の役員（取締役、監査役及び執行役をいい、最近事業年度の末日までに退任
した者を含む。以下⒟において同じ。）の報酬等（報酬、賞与その他その職務執行の対価
としてその会社から受ける財産上の利益であって、最近事業年度に係るもの及び最近事
業年度において受け、又は受ける見込みの額が明らかとなったもの（最近事業年度前の
いずれかの事業年度に係る有価証券報告書に記載したものを除く。）をいう。以下⒟にお
いて同じ。）について、取締役（社外取締役


を除く。）、監査役


（社外監査役を除く。）、執

行役及び社外役員の区分（以下⒟において「役員区分」という。）ごとに、報酬等の総額、
報酬等の種類別（基本報酬、ストックオプション、賞与及び退職慰労金等の区分をいう。
以下⒟において同じ。）の総額及び対象となる役員の員数を記載すること。

提出会社の役員ごとに、氏名、役員区分、提出会社の役員としての報酬等（主要な連
結子会社の役員としての報酬等がある場合には、当該報酬等を含む。以下⒟において「連
結報酬等」という。）の総額及び連結報酬等の種類別の額について、提出会社と各主要な
連結子会社に区分して記載すること（ただし、連結報酬等の総額が１億円以上である者
に限ることができる。）。

提出会社の役員ごとに、氏名、役員区分、提出会社の役員としての報酬等（主要な連
結子会社の役員としての報酬等がある場合には、当該報酬等を含む。以下⒟において「連
結報酬等」という。）の総額及び連結報酬等の種類別の額について、提出会社と各主要な
連結子会社に区分して記載すること（ただし、連結報酬等の総額が１億円以上である者
に限ることができる。）。

使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なものがある場合には、その総額、対象とな
る役員の員数及びその内容を記載すること。

使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なものがある場合には、その総額、対象とな
る役員の員数及びその内容を記載すること。

提出日現在において、提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する
方針を定めている場合には、当該方針の内容及び決定方法を記載すること。また、当該
方針を定めていない場合には、その旨を記載すること。

提出日現在において、提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する
方針を定めている場合には、当該方針の内容及び決定方法を記載すること。また、当該
方針を定めていない場合には、その旨を記載すること。

⒠ ［略］ ⒠ ［同左］
ｂ 提出会社がａに規定する者以外の者である場合には、次のとおり記載すること。 ｂ ［同左］
⒜ 提出会社の企業統治に関する事項（例えば、会社の機関の内容、内部統制システムの
整備の状況、リスク管理体制の整備の状況、提出会社の子会社の業務の適正を確保する
ための体制整備の状況、役員報酬の内容（社内取締役と社外取締役に区分した内容））に
ついて、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。

⒜ 提出会社の企業統治に関する事項（例えば、会社の機関の内容、内部統制システムの
整備の状況、リスク管理体制の整備の状況、提出会社の子会社の業務の適正を確保する
ための体制整備の状況、役員報酬の内容（社内取締役と社外取締役に区分した内容））に
ついて、具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。

なお、取締役、会計参与、監査役又は会計監査人との間で会社法第427条第１項に規
定する契約（いわゆる責任限定契約）を締結した場合は、当該契約の内容の概要（当該


契約によって当該取締役、会計参与、監査役又は会計監査人の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあっては、その内容を含む。


）を記載する
こと。

なお、取締役、会計参与、監査役又は会計監査人との間で会社法第427条第１項に規
定する契約（いわゆる責任限定契約）を締結した場合は、当該契約の内容の概要


を記載

すること。

また、会社法第373条第１項に規定する特別取締役による取締役会の決議制度を定め
た場合には、その内容を記載すること。

また、会社法第373条第１項に規定する特別取締役による取締役会の決議制度を定め
た場合には、その内容を記載すること。

［⒝・⒞ 略］ ［⒝・⒞ 同左］
［ｃ～ｈ 略］ ［ｃ～ｈ 同左］
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［同左］



連結財務諸表 


連結財務諸表

ａ 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結包括利益計算書又は連結損益及び包括利益計
算書、連結株主資本等変動計算書並びに連結キャッシュ・フロー計算書（指定国際会計基
準又は修正国際基準により連結財務諸表を作成した場合にあっては、これらに相当するも

ａ 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結包括利益計算書又は連結損益及び包括利益計
算書、連結株主資本等変動計算書並びに連結キャッシュ・フロー計算書（指定国際会計基
準又は修正国際基準により連結財務諸表を作成した場合にあっては、これらに相当するも
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